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現状・背景 研究（実用化）開発のポイント・先進性

研究（実用化）開発の目標

開発者からの浜通り復興に
向けたメッセージこれまでに得られた成果浜通り地域への

経済波及効果（見込み）

　当社は福島県飯舘村、南相馬市にそれぞれ自社
工場を有しており、現在南相馬工場を拠点として協
力企業と連携し、様々なロボット開発を行っていま
す。地元企業としてイノベーション・コースト構想
にも強い関心を持っており、開発ロボットの生産ラ
インを南相馬工場に構築・事業化していくことで、

被災地の産業創出や地域雇用の創出をおこない、浜通り地域を中
心とした近隣地域の復興に寄与することを目指しています。
　しかし、実際のロボット開発における「特殊部品の調達」や「新
たなデバイスの開発」においては専門企業への発注になることが
多く、まだまだ近隣企業との連携が少ないのが現状です。
　当社では近隣地域復興には地元企業との連携を強化することが
重要と考えており、たとえ異業種分野であっても「浜通り地域に
おける新たな産業創出」という大きな目標に向かって連携できる
地元企業を模索しています。
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　平成 30 年度では開発した機能モデル
の飛行試験を行い、防水性、可搬性の向
上に向けた機体部品の改造などを行いま
した。
　さらに自己診断機能開発として各デバ
イスの長時間駆動試験を実施しデータの
取得を行っています。今後はこれらの
データを基に各デバイスにおける寿命判
断となる閾値を定め、離陸の可否判断を
行うシステムを機体に実装する予定で
す。また実用化に向け開発システムの更
なる小型化と販路拡大を目的とした搭載
ユニット開発も行い、空撮用モデルを作
成することが出来ました。

　当社では本事業によ
り開発した高信頼性マ
ルチコプターについて、
事業終了後製品市場性
をみつつ生産台数を決
定し、飯舘村・南相馬
市の自社工場にて生産
ラインを構築し量産製
造を開始する計画です。
量産製造の事業化に伴
い福島県浜通り地区の
雇用創出、経済の活性化
に大きく寄与できると
考えています。

　本事業で実用化を目指す高信頼性マルチコプ
ターは機体のプラットフォームとして多くの事
業分野への展開を考えており、将来的には従来
から付き合いのある測量・測定機器メーカー、
空撮サービス業者などドローンを用いたシステ
ムを開発する企業への販売を想定し 2025 年に
は 10 億円規模の事業とすることを目標として
います。

　現在実用化にむけた研究開発の進むマルチコプターの多くは、国内
部品メーカーでの製品が少ないことに加え、海外製品が比較的安価で
あることから海外製のアクチュエータを用いた機体、もしくは海外製
の機体そのものを利用している場合が多いです。
　しかしそれらの部品はホビーユースが多く、部品の寿命・性能保証
についてはユーザーによる運用管理によって担保される部分が多く、
人為的な要因である「メンテナンス不足」や「異常に気づかない」な
どの理由による墜落事故は常に起こりうる状況であり、産業用途とし
ては更なる安全性改善が必要です。またマルチコプターの操縦におい
ては今後更なる自動化が想定されており幅広い新規ユーザーによる運
用が想定される中、経験の浅いユーザーによるメンテナンス不足など
の人的要因は増加すると想定されます。
　そこで本事業で当社が目指す「高信頼性マルチコプター」は従来の
機体に足りなかった各部品の性能劣化や消耗状況などの異常を機体側
で判定し、ユーザーに通知するシステムを開発・搭載することで、ユー
ザースキルに依存しない機体運用・整備を可能とすることを目的とし
ます。

　研究開発における機体の多くは、海外製の部
品・製品を使用していることが多く、製品寿命
や性能の信頼性についてはユーザーの経験値に
て判断・交換として運用されていることが多い
です。構成部品の部分的な故障による異常検知
技術などは部品・システムともに開発中であり
信頼性が高いとはいえないのが現状です。

量産を見据えた高信頼性マルチコプター実用化開発

実施期間：2017年度～ 2018 年度　実用化計画開発実施場所：南相馬市

　現状のマルチコプターは海外製の部品等を使用していることが多く、実用化にはシステム全体の製品寿命や各
部品性能の信頼性など製品保証が課題です。これを踏まえ、部品の消耗状態や故障を把握し自己診断機能を有する、
量産を見据えた高信頼性マルチコプターの実用化開発を目指します。

株式会社菊池製作所
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11 株式会社大和田測量設計
　洪水、斜面崩壊、土石流、山火事などの自然災害時の状況をUAV で取得し、関係機関（市町村、警察、消防等）
への情報提供を迅速に行うシステムを開発します。具体的には、UAV の性能評価（防水性、防風性）、カメラ性能
評価（ズーム、赤外線カメラ）等により、災害時に安全に運航できるマニュアルを整備するとともに、災害状況
の写真、動画をアップロードし、Webページで共有可能なシステム構築を目指します。

実施期間：2017年度～ 2018 年度　実用化計画開発実施場所：広野町

UAVを利用した災害時即時情報収集システムの技術開発

　近年、UAV の技術は飛躍的に向上しており、UAV を災害時に活用
する動きが広まっています。UAV は人が近づくことが困難な危険な場
所でも上空から災害状況を撮影でき、高倍率ズームカメラや赤外線カ
メラで撮影することで、被災者の捜索活動が可能となります。
　本開発では、自然災害時を想定し、UAV の防水・防風性能、搭載す
る高倍率ズームカメラ、赤外線カメラの性能評価を行うとともに、安
全を確保した運航方法を検証します。また、関係機関（市町村、警察、
消防等）が災害現場を迅速に確認するために、災害状況の写真、動画
を自動的にマップ上に表示する Web システムを開発します。

　自然災害時には、2 次災害の危険性が高い為、
災害現場へ近づくことが難しく、災害状況の把握
が困難です。また、近年は、豪雨災害が増えて
いることから UAV を使用する際にも、防水・防
風性能を有する機種であることが求められます。
　初期の対応を迅速化し、避難指示発令、要救
助者の発見を早期に行うことで、災害時の被害
軽減を実現できるシステムの構築を目指します。

　現在の浜通り地域（特に双葉郡）においては、
住民の帰還が進まない、高齢者が多く帰還して
いる等の特殊な事情があり、災害が起きた際に、
避難が迅速に行えない可能性があることから、
早期に災害状況を把握し、避難指示等に活用可
能と考えます。
　当面は、浜通り地域の全自治体に向けた事業
展開を目標とします。

　東日本大震災、東京電力福島第
一原発事故で痛切に感じたことは、
情報量が復興時間短縮に大きく寄
与することでした。今後も、デー
タの利活用の研究と仕組み作りや、
UAV を利用した速やかな災害状況

確認等の体制を整え、地域と一体となった災害復
旧支援の役割を果たすことを目指します。
　そして、今後の自然災害、原子力復興、国土資
源の劣化（ストック事業）等様々なデータを集積、
整備する情報業務の事業拡大を図り、雇用確保に
つなげる所存です。

株式会社大和田測量設計
代表取締役
大和田幹雄

①  UAV の防水・防風性能、搭載するカ
メラの高倍率ズーム機能、赤外線性
能を評価し、災害現場での撮影方法
を検証しました。

② 実際の災害現場を想定したフィールド
テストを実施し、安全を確保したうえ
で災害現場の調査飛行を行なうための
運航マニュアルを整備しました。

③  UAV で取得した写真、動画をクラウ
ド上にアップロードし、そのデータ
から位置情報や写真、動画を自動的
にマップ上に表示する Web システム
を開発しました。

　近年、UAV から写真、動画を撮影す
ることは一般的となっているものの、タ
イムリーに情報を共有する手段が無く、
活用の場が限定されています。本事業の
成果を使用することで、災害対応のみな
らず、日常点検業務や農作物の管理など
で撮影したデータの情報共有が効率化さ
れ、より一層 UAV の活用できる場が増
えると考えます。
　また、弊社においては、本事業と既存
業務とを連携させることで、新規雇用を
見込んでいます。
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2018年度版　浜通りの未来を拓く実用化開発プロジェクト　　福島県地域復興実用化開発等促進事業




